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研 究 要 旨 

本研究は、心理職の育成のために必須と考えられる大学、もしくは大学院教育に

おけるカリキュラムの項目、およびその目標と内容を明らかにするために、心理学

関連諸団体が認定カリキュラムの調査を行った。日本臨床心理士資格認定協会、日

本心理学会等の国内の心理学関連７団体が認定、もしくは提案する心理職養成のた

めの学部・大学院教育のカリキュラムを調査・比較した。調査方法は、インターネ

ット調査、書籍文献調査、および郵送による各団体管理者への問い合わせ等により

行った。うち資格保有者が最も多い団体は、日本心理学会の認定心理士（約 43,000

名）であり、次いで臨床心理士認定協会（約 28,000 名）であった。 

学部・大学院カリキュラム項目を比較、検討した結果、共通する必須科目として

（１）心理学概論、（２）心理学研究法、（３）心理学統計、（４）心理学実験、（５）

心理検査、（６）心理面接、および（７）心理実習の７領域が、また選択科目（ま

たは選択必須科目）として（１）基礎心理学、（２）発達・教育心理学、（３）臨床

心理学（医療保健福祉分野）、（４）社会・産業心理学の４領域が抽出された。以上

の各項目の目標と内容について概説した。 

これらは、我が国の心理学専門家の大多数が推奨するものであろうと考えられ、

心理職育成の基準（minimal requirement）となる教育カリキュラム項目の骨子と

して提言する。 
  

 

 

A. 研究目的 

 今日、わが国の精神保健福祉医療分野で

は、心理学の専門的知識と技術を有する心

理職に対するニーズと期待が急速に高まっ

ている。その背景には、従来の精神保健福

祉領域のみならず、一般医療、教育、産業、

司法などの諸領域においても、メンタルヘ

ルスケアの重要性が認識されてきたことが

関連していよう。心理職に対するニーズの

高まりは、その職務の拡大をも求めており、

今後の心理臨床の教育も多種多様な臨床の

現場の要請に柔軟に応えられるような人材



  

の育成を目指す必要がある。けれども、わ

が国ではなお心理職の国家資格化に至って

いないために、適切なカリキュラム編成や

教育研修体制の整備が遅れている。 

 わが国では、日本臨床心理士資格認定協

会が指定する指定大学院、および専門職大

学院が臨床心理士の育成の場として確率し

ており、また、日本心理学会が認定する認

定心理士資格も知られている。そのほか、

臨床発達心理士、認定カウンセラー、学校

心理士など、多数の民間資格があり、それ

ぞれに資格要件のためのカリキュラム案を

指定、もしくは推奨している。また、日本

心理学諸学会連合と日本心理臨床学会は、

ともに心理職の国家資格化を目指して、そ

の要件とされるカリキュラム案を提言して

いる。 

 しかしながら、一口に心理学とはいって

も、基礎心理学から臨床心理学、あるいは

応用心理学まで、極めて広大な領域であり、

異なる学術団体が提言するカリキュラム案

には有意の相違がある。 

 そこで本研究では、心理職の育成に必修

と考えられる大学および大学院教育におけ

るカリキュラムの項目、およびその目標と

内容を明らかにするために、心理職育成の

ための心理学関連諸団体の認定カリキュラ

ムの調査を行い、相互に比較することによ

り、その共通するカリキュラム構成を見出

し、心理職育成の minimal requirement と

なる教育カリキュラム科目の骨子を探った。 

 

B．研究方法 

 日本臨床心理士資格認定協会、日本心理

学会等、国内の主要な心理学関連諸団体が

認定、もしくは提案する心理職育成のため

の学部・大学院教育のカリキュラムを調

査・比較した。すなわち、資格認定協会、

日本心理学会、日本心理学諸学会連合、日

本心理臨床学会、日本学校心理士会、日本

カウンセリング学会、および日本臨床発達

心理士認定運営協会の、各団体が特定の資

格要件として認定、もしくは提案する心理

職育成のための学部・大学院カリキュラム

項目を比較・検討した。 

 調査方法は、大部分は各団体がインター

ネット上に公開しているデータにもとづき

調査したほか、書籍文献調査、および郵送

による各団体管理者への問い合わせ等によ

り行った。 

（倫理面への配慮） 

 調査対象は公開されているものであり、

データの公表については調査対象の各団体

の倫理規定にもとづいている。 

 

C．研究結果 

 国内主要７団体が心理職育成のために認

定、もしくは提案する学部・大学院カリキ

ュラム科目は表１のようにまとめられた。 

 うち資格保有者が最も多い団体は、日本

心理学会の認定心理士（約 43,000名）であ

り、次いで臨床心理士（約 28,000名）であ

った。両資格保有者数と比較して、認定カ

ウンセラー、臨床発達心理士、学校心理士

は、約 900〜3,800と 1桁規模少ない。 

 学部カリキュラムと大学院カリキュラム

では、構成に多少の差があるが、後者は前

者の課程を経てきていることを前提として

いる（入学試験の資格など）。認定心理士資

格では、学部教育において実習を必修とし

ていない。また、臨床発達心理士と学校心

理士の両資格認定カリキュラムでは、発

達・教育心理学領域の比重が大きい。 

 以上のような差異はあるものの、表１に



  

示すように、学部・大学院カリキュラム科

目に共通する必修科目として（１）心理学

概論、（２）心理学研究法、（３）心理学統

計、（４）心理学実験、（５）心理検査、（６）

心理面接、および（７）心理実習の７領域

がある。また共通する選択科目（または選

択必修科目）として（１）基礎心理学、（２）

発達・教育心理学、（３）臨床心理学（医療

保健福祉分野）、（４）社会・産業心理学の

４領域にわけることができる。 

 以上の必修科目、および選択科目（また

は選択必修科目）の目標と内容について、

表２にまとめた。 

 

Ｄ．考察 

 今回の調査において、わが国の主要な

心理学関連諸団体が認定、もしくは提案

する心理職育成のための学部・大学院教

育カリキュラムに共通する必修科目７領

域、および選択科目（または選択必修科

目）４領域を抽出した。これらは、心理職

育成の基準（minimal requirement）となる

カリキュラムの骨子として、我が国の心理

学専門家の大多数が推奨するものであろう

と考えられる。それゆえ、今後、公的資格

を有する心理職の教育研修体制を検討する

際に、学部・大学院のカリキュラム編成の

指針として上記を提言したい。 

 表２は、各科目領域の目標と内容を示し

ているが、各科目領域自体が広汎であり、

他の科目領域との境界も明瞭ではない箇所

もある。また、必修科目と選択（必修）科

目を設定する妥当性も十分に説明されてい

るわけではない。現実には、個々の学部・

大学院の実情に合わせて、各科目領域の目

標と内容を具体的に定義付けする必要があ

ろう。 

 心理職育成における学部教育と大学院教

育の区分についても、今後の議論が待たれ

る。上記のカリキュラム科目のうち、最も

議論となるのは、必修科目の心理実習の位

置づけであろう。理念上は教職課程の実習

をモデルにすれば学部教育のなかに位置付

けることも可能といえようが、実習施設の

選定や確保など、新たに検討すべき多くの

問題がある。一方、臨床心理士養成のため

の指定校大学院、および専門職大学院では、

実際の心理相談や施設実習などの実践的体

験学習を極めて重視している。今後、心理

職の卒後教育研修のあり方と併せて検討す

べき課題と考えられる。ちなみに、福祉系

大学等における精神保健福祉士養成のカリ

キュラムでは、精神科病院等の医療機関と

障害者福祉サービス事業を行う施設など、

機能の異なる 2 か所の実習施設において合

計 28 日間以上（210 時間以上）の実習を定

めている。 

 

E．結論 

 国内の主要な心理学関連諸団体が認定、

もしくは提案する心理職育成のための学

部・大学院カリキュラム科目を比較・検討

した結果、共通する必須科目として（１）

心理学概論、（２）心理学研究法、（３）心

理学統計、（４）心理学実験、（５）心理検

査、（６）心理面接、および（７）心理実習

の７領域が、また選択科目（または選択必

須科目）として（１）基礎心理学、（２）発

達・教育心理学、（３）臨床心理学（医療保

健福祉分野）、（４）社会・産業心理学の４

領域が抽出された。これらは、心理職育成

のための minimal requirementとなるカリキ

ュラムの骨子であると提言される。 
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表２. 心理職育成のための必修科目、および選択（必修）科目の概要 
 

項 目 目 標 内 容 

必修 
（７領域） 

心理学概論 

心の成り立ちと働き
に関する学問体系
である心理学の全
体像とその特色を理
解し、心理職に相応
しい基本的な素養を
身につける。 

心理学の歴史、特色、基礎心理学・
応用心理学の諸領域の概要、心理学
関連領域の概要 

心理学研究
法 

様々な心理現象を
研究するための方
法論と倫理的配慮
について理解し、研
究計画を立案し、実
施できるようになる。 

心理学研究総論、質的調査（観察・面
接・フィールドワーク）、量的調査（尺
度作成、相関分析）、研究計画、統制
研究、介入研究、論文作成、倫理的
配慮など 

心理学統計 

心理学研究に必要
な統計学的手法に
ついて理解し、研究
結果を解析できるよ
うになる。 

記述統計、統計学的検定総論、確率
分布、統計学的検定各論など 

心理学実験 

心理学研究におけ
る仮説を検証するた
めの実験方法につ
いて理解し、実験を
計画し、実施できる
ようなる。 

心理学実験総論、実験仮説、実験計
画、実験方法、結果解釈、倫理的配
慮など 

心理検査 

心理状態を評価す
るための検査法に
ついて理解し、検査
を実施できるように
なる。 

質問紙法、投影法、検査の信頼性・
妥当性の検証、集計・解析、結果解
釈、倫理的配慮など 

心理面接 

被面接者の心理状
態を評価し、支援す
るための技術と倫理
的配慮を理解し、
様々な状況や場面
において適切に支
援できるようになる。 

インテーク面接、アセスメント面接、心
理療法的面接、カウンセリング論、倫
理的配慮など 
 

心理実習 

心理研究、心理統
計、心理実験、心理
検査、心理面接にお
いて学んだ技能を
様々な具体的な状
況や場面において
実際に発揮できるよ
うになる。 

上記の各必修科目に対応する実習
（実践的学習）として実施される（例；
心理相談実習、施設実習など） 



  

選択（必修） 

基礎心理学 

様々な心理現象と
行動の基盤になる
感覚、知覚、認知、
記憶学習などの基
本的な心理機能に
ついて理解する。 

知覚心理学、認知心理学、学習心理
学、比較行動学、生理心理学、神経
心理学、動物心理学、感性心理学な
ど 

発達・教育心
理学 

心理的機能の発達
について理解し、養
育や教育の領域に
応用される心理学
的知識と技術を身に
つける。 

発達心理学、教育心理学、幼児心理
学、児童心理学、学校心理学、生涯
発達心理学、老年心理学など 

臨床心理学
（医療・保健・
福祉） 

精神疾患、身体疾
患、および不適応行
動等の心理学的理
解を習得し、医療・
保健・福祉領域に応
用される心理学的
知識と技術を身につ
ける。 

臨床心理学概論、パーソナリティ心理
学、障害児（者）心理学、医療心理
学、精神医学、学校臨床心理学、心
理療法論、カウンセリング論、地域援
助、異常心理学など 

社会・産業心
理学 

社会集団における
個人の心理学的理
解を習得し、一般の
地域や産業領域に
応用される心理学
的知識と技術を身に
つける。 

社会心理学、集団心理学、産業心理
学、実験社会心理学、コミュニティ心
理学、組織心理学、コミュニケーショ
ン心理学、マスメディア心理学など 

 


